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株 主 の 皆 様 へ株 主 の 皆 様 へ �

　株主の皆様には、いよいよご清祥のこととお喜び申し上げます。�
　平素は格別のご支援を賜わり厚く御礼申し上げます。�
�
　事業の経過及びその成果�
　�
　第１０４期（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）の前半は、
平成１９年９月３０日をもって終了いたしましたので、ここに当社グルー
プの上半期の事業概要についてご報告申し上げます。�
　当上半期におけるわが国経済は、公共投資が引き続き低調に推移
したものの、個人消費の持ち直しや、企業収益の改善を背景とした
民間設備投資の増加などに支えられ、景気は回復を続けました。�
　国内の建設市場におきましては、民間工事の発注は引き続き増加
しましたが、公共工事の発注は減少が続き、受注環境は総じて厳し
い状況となりました。�
　このような情勢下にありまして、当上半期における当社グループ
の連結業績につきましては、売上高は前年同期比０.３％増の約６,４６７
億円となりました。利益の面では、厳しい受注競争や建設資材の高
騰等による工事利益率の低下により、営業利益は前年同期比26.5％
減の約７２億円、経常利益は前年同期比２２.１％減の約９８億円となり
ました。また、中間純利益につきましては、前年上半期には土地・
建物の売却など固定資産売却益約９４億円を計上したこともあり、当
上半期は前年同期比６３.２％減の約４９億円となりました。なお、当
社グループの事業別売上高は、建設事業約６,０６８億円、不動産事業
約２９４億円、その他事業約１０４億円であり、その構成比は、建設事
業９３.８％、不動産事業４.６％、その他事業１.６％となっております。�
　当社グループの事業別の概況は、次のとおりであります。�

　建設事業�
　当社グループの建設事業受注高につきましては、大林ＵＳＡやタイ
大林など海外子会社の受注高が増加したものの、当社受注高は減少
いたしましたので、前年同期比１３.４％減の約５,９４７億円となりました。�
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�
　このうち当社の受注高は、前年同期比１６.６％減の約４,９１８億円と
なりました。その内訳は、土木工事は前年同期比２９.７％減の約７７５
億円、建築工事は前年同期比１３.５％減の約４,１４３億円であります。�
　当社グループの受注工事の主なものは、キヤノン化成岩間事業所
０７ＡＤ棟建設工事、（仮称）稲毛駅前計画、後楽二丁目西地区第一種
市街地再開発事業施設建築物新築工事、武蔵小金井駅南口第１地区
第一種市街地再開発事業１－Ｉ街区大規模店舗棟新築工事、大和シス
テム琵琶湖守山ＳＣ計画、阪神本線三宮駅改良工事の内土木関係工事、
島根あさひ社会復帰促進センター整備・運営事業、パターソンヒル
コンドミニアム建築工事（シンガポール）、バンコック銀行本店ビル
設備等改修工事（タイ）（※１）、３４レナード・ストリート・コンドミ
ニアム新築工事（米国）（※２）等であります。�
（注）※１はタイ大林の受注工事、※２は大林ＵＳＡの受注工事、そ
　　　　の他は当社の受注工事であります。�
　次に、当社グループの建設事業売上高につきましては、前年同期
比１.９％減の約６,０６８億円となりました。�
　このうち当社の売上高は、前年同期比０.６％増の約５,２７２億円とな
りました。その内訳は、土木工事が前年同期比１８.３％増の約１,１５６
億円、建築工事が前年同期比３.５％減の約４,１１５億円であります。�
　当社グループの完成工事の主なものは、浦和駅東口駅前地区第二
種市街地再開発事業特定施設建築物新築工事、アップルタワー＜東
京キャナルコート＞新築工事、東京駅日本橋口ビル新築工事、東大
阪市平成１６年度公共下水道第５工区管きょ築造工事、水と緑の健康
都市第１期整備等事業（都市基盤施設建設工事）、桃坂コンフォガー
デン建設工事、なんばパークス第２期建設工事、ＳＵＭＣＯ伊万里第
５工場建設工事、ブルックヘブン国立研究所ナノマテリアルセンター
新築工事（米国）（※１）、トヨタパーツセンターアジアパシフィック
新築工事（タイ）（※２）等であります。�
（注）※１は大林ＵＳＡの完成工事、※２はタイ大林の完成工事、そ
　　　　の他は当社の完成工事であります。�

　不動産事業�
　不動産事業につきましては、当社及び大林不動産株式会社におけ
る不動産物件の売却が寄与し、グループ全体の売上高は前年同期比
６５.６％増の約２９４億円となりました。�
　このうち、当社の不動産事業売上高は前年同期比７７.５％増の約
２２５億円となりました。�

　その他事業�
　その他事業につきましては、ＰＦＩ事業を営む子会社において、
施設の運営維持管理収入が増加したことなどにより、グループ全体
の売上高は前年同期比２６.９％増の約１０４億円となりました。�
�
　なお、当社は、昨年以前に発生した談合事件に関し、本年９月に建
設業法に基づく営業停止処分を受けるなど、株主の皆様に多大なご心
配をおかけいたしておりますことを心から深くお詫び申し上げます。�

　中期的な経営戦略及び対処すべき課題�
�
　コンプライアンスの徹底�
　当社は、違法行為の再発防止に向けて、引き続き全社を挙げてコ
ンプライアンスの徹底を図ってまいります。�
　具体的には、コンプライアンス・プログラムとして策定した「独占
禁止法遵守プログラム」の個々の施策を一つ一つ確実に実行すると
ともに、その運用状況を点検し、見直しするためのＰＤＣＡサイク
ルを実践いたします。また、監査役会は、「談合等監視プログラム」
に基づき、会社の執行体制とは独立した第三者の視点から法令遵守
のモニタリングを実施いたします。�
　さらに、本年６月に、談合行為は一切行わない旨を会社の根本規
則である定款に定めました。これらの取り組みを実践することにより、
健全な企業風土を創り上げてまいる所存であります。�

　中期経営計画�
　当社グループが継続的に成長するためには、本業の収益力の回復
が喫緊の課題であると考え、今般、平成２０年度を初年度とする新た
な５か年計画として「中期経営計画’０８－技術を核として利益成長
企業へ－」を策定しました。�
　この中期経営計画では、当社グループの競争力の源泉である「技術」
の一層の強化を図ることによって、本業である建設事業や不動産開
発事業の収益力を高めるとともに、グループとしての事業領域の拡
大を目指してまいります。具体的には、建物用途・工種別ごとにき
め細かく戦略を立案して「顧客ニーズに合致した、マーケット指向
の技術」を重点的に開発し、技術を核とした競争優位を確立いたし
ます。これにより、提案力の強化、設計施工比率の向上及び営業基
盤の拡充を推進し、建設事業における利益拡大を図ります。また、
土木・建築・開発の三事業を中心とし、シナジー効果が期待できる
周辺領域においても、Ｍ＆Ａを含めて新規事業を展開することにより、
新たな収益源の確保と事業領域の拡大を図り、さらなる利益を追求
いたします。�
　当社グループといたしましては、この中期経営計画に全力で取り
組み、最終年度となる平成２４年度には、連結経常利益８００億円の達
成を目指してまいる所存であります。�
�
　当社グループといたしましては、真に社会から信頼される企業集
団を目指すとともに、十分な利益を確保していくことで企業価値の
向上を図り、株主の皆様のご負託に応えてまいる所存であります。
今後ともなにとぞ格別のご理解とご支援を賜わりますようお願い申
し上げます。�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年１２月�
�
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建 設 事 業 �

不動産事業�

その他事業�

合　　　計�

６０６,８０６�

２９,４７３�

１０,４３２�

６４６,７１１�

９３.８�

４.６�

１.６�

１００　�

１,５６７,９６０�

４０,６５２�

５６円４６銭�

２,０６６,９８４�

５６５,４５６�

区　　　分�

区　　分�

売上高� 構成�
比％�

売 　 上 　 高 �

営 業 利 益 �

経 常 利 益 �

中間（当期）純利益�

�

総 　 資 　 産 �

純 　 資 　 産 �

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

１ 株 当 た り �
中間（当期）純利益�

第１０４期上半期�
自平成１９年４月１日�
至 平成１９年９月３０日�

第１０４期上半期�
自平成１９年４月１日�
至 平成１９年９月３０日�

６１８,８１５�

１７,７９５�

８,２１８�

６４４,８２９�

９６.０�

２.７�

１.３�

１００     　�

売上高� 構成�
比％�

第１０３期上半期�
自平成１８年４月１日�
至 平成１８年９月３０日�

△１２,００８�

１１,６７７�

２,２１３�

１,８８２�

△１.９�

６５.６�

２６.９�

０.３�

増減額� 増減率�
　％�

第１０３期上半期�
自平成１８年４月１日�
至 平成１８年９月３０日�

第   １０３　期�
自平成１８年４月１日�
至 平成１９年３月３１日�

�
�

６４６,７１１�

４,９８５�

６円９３銭�

２,０３９,９８１�

５４５,３７８�

４７,５３８�

５３,３２０�

７,２３４�

９,８９０�

６４４,８２９�

１３,５４９�

１８円８５銭�

１,９９４,１３１�

５１０,８２９�

９,８３９�

１２,６９５�

当上半期の事業別売上高（連結）�

業  績  の  推  移（連結）�

�

（注）　１株当たり中間（当期）純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した�
　　　株式数）により算出しております。�
　�

土木工事�

建築工事�

　  計�

構成比 ％� 構成比 ％�
受 注 高� 売 上 高�

不動産事業等�

合　　　　計�

１,２５３,１３０�

１,３１１,４８０�

２９,４９９�

４０円９７銭�

１,７７９,４８６�

５１５,３２８�

７７,５６１� １５.８� １１５,６５２�

４１４,３１４� ８４.２� ４１１,５５５�

４９１,８７５� ５２７,２０８�

１９,６１９� ２２,５２１�

５１１,４９５�

１５.２�

８１.０�

９６.２�

３.８�

１００�

　　　　　１００�

２１.９�

７８.１�

２１.０�

７４.９�

９５.９�

４.１�

１００�

１００�

５４９,７２９�

区　　　分�

区　　　分�

受 　 注 　 高 �

売 　 上 　 高 �

営 業 利 益 �

経 常 利 益 �

中間（当期）純利益�

�

総 　 資 　 産 �

純 　 資 　 産 �

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

建
設
事
業�

１ 株 当 た り �
中間（当期）純利益�

第１０４期上半期�
自平成１９年４月１日�
至 平成１９年９月３０日�

第１０３期上半期�
自平成１８年４月１日�
至 平成１８年９月３０日�

第   １０３　期�
自平成１８年４月１日�
至 平成１９年３月３１日�

�
�

５１１,４９５�

５４９,７２９�

４,４０４�

６円１２銭�

１,６８８,９８１�

４９０,４２６�

３８,３６２�

４３,６０５�

４,８０１�

７,４９０�

６０１,９７４�

５３６,８１１�

１０,４７９�

１４円５５銭�

１,７１７,１７１�

４７０,８７２�

７,２６０�

１０,１５１�

当上半期の事業別受注高及び売上高（単体）�

業  績  の  推  移（単体）�

�

（注）　１株当たり中間（当期）純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した�
　　　株式数）により算出しております。�
　�



６� ７�

主 な 完 成 工 事 �

東京地下鉄副都心線 池袋～雑司が谷間トンネル（東京都）�

浦和駅東口駅前地区第二種市街地再開発事業（埼玉県）�

ＡＭＣシアター（米国）※�

グレートイースタン生命マレーシア ペナン支店（マレーシア）�

アップルタワー＜東京キャナルコート＞（東京都）�

※は大林ＵＳＡの完成工事、その他は当社の完成工事です。�
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中間連結貸借対照表� 中間連結損益計算書�

中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨�

中間連結株主資本等変動計算書� （平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）�
�（単位：百万円）�

�

�
６０６,８０６�
３９,９０５�

�
５７５,１４５�
２７,３９１�

�
３１,６６１�
１２,５１３�

�
�
�

１,０５０�
３,９０８�
３３５�

�
１,４３１�
２１５�
９９２�

�
�

１,７１１�
３５５�
３２１�

�
１,２７３�
３７９�
６３８�

�
６,３６０�
△１,８２９�

�
�

６４６,７１１�
�
�

６０２,５３６�
�
�

４４,１７４�
３６,９３９�
7,234�

�
�
�

５,２９４�
�
�
�

２,６３８�
9,890�

�
�
�

２,３８８�
�
�
�

２,２９１�
9,987�

�
４,５３１�
４７０�
4,985

2,039,981�

1,143,428�

１０５,６９２�

３３８,６７３�

１,４３９�

４５０,２７８�

５４,７３９�

６５,５０８�

３６,５０５�

６６,６９９�

２４,４９３�

△６０２�

896,401�

354,886�

８３,３３１�

１３,０２０�

２５７,６６８�

８６６�

8,004�

533,511�

５０２.,７３０�

１,３２１�

４,００９�

２８,４０４�

△２,９５５�

151�

2,039,981

1,494,603�
1,127,285�
４８３,９１８�
９０,０４３�

１７,６６９�

２７,０００�
１０,０００�
５,３７５�

３５５,０３９�
５８,０８９�
１,８６９�
８,３０８�
６９,９７２�
367,317�
５０,０００�
５４,２８９�
６３,０５６�
７６,３３０�
２５,９８０�
７１,１３０�
５５４�

２５,９７５�
545,378�
286,328�
57,752�
41,750�
187,703�
△878�
233,573�
203,051�
△59�
28,563�
2,017�
25,476�

2,039,981

�

５７,７５２�
�
�
�
�
�
�
�

－�
５７,７５２�

４１,７５０�
�
�
�
�
�
�
�

－�
４１,７５０�

１８３,５９９�
�

△４,３１９�
４,９８５�
３,４３７�

�
�
�

４,１０３�
１８７,７０３�

△８１０�
�
�
�
�

△６８�
�
�

△６８�
△８７８�

２８２,２９２�
�

△４,３１９�
４,９８５�
３,４３７�
△６８�

�
�

４,０３５�
２８６,３２８�

２２７,９９０�
�
�
�
�
�

△２４,９３８�

△２４,９３８�
２０３,０５１�

３２,０００�
�
�
�
�
�

△３,４３７�

△３,４３７�
２８,５６３�

△６７�
�
�
�
�
�

７�

７�
△５９�

４３５�
�
�
�
�
�

１,５８２�

１,５８２�
２,０１７�

２６０,３５９�
�
�
�
�
�

△２６,７８６�

△２６,７８６�
２３３,５７３�

２２,８０４�
�
�
�
�
�

２,６７２�

２,６７２�
２５,４７６�

５６５,４５６�
�

△４,３１９�
４,９８５�
３,４３７�
△６８�

△２４,１１４�

△２０,０７８�
５４５,３７８�

�

139,942�

△50,307�

△33,356�

46,866�

 2,300�

105,446

（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受取手形・完成工事未収入金等�

有 価 証 券 �

未成工事支出金等�

た な 卸 不 動 産 �

P F I 等 た な卸資産�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有形固定資産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機械・運搬具・工具器具・備品�

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

長 期 貸 付 金 �

繰 延 税 金 資 産 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

繰 延 資 産 �

資 産 合 計�

（負債の部）�
流 動 負 債           �
支払手形・工事未払金等�
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 返 済 の �
PFI等プロジェクトファイナンス・ローン�
コマーシャル・ペーパー�
一年以内償還の社債�
未 払 法 人 税 等 �
未成工事受入金等�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
そ の 他 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
PFI等プロジェクトファイナンス・ローン�
繰 延 税 金 負 債 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
環 境 対 策 引 当 金 �
そ の 他 �
（純資産の部）�
株 主 資 本 �
資 本 金          �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金          �
自 己 株 式 �
評価・換算差額等�
その他有価証券評価差額金�
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 �
土地再評価差額金�
為替換算調整勘定�
少数株主持分�
負債純資産合計�

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）�
�

売 上 高    �
完 成 工 事 高 �
不 動 産 事 業 等 売 上 高 �
売 上 原 価 �
完 成 工 事 原 価 �
不動産事業等売上原価�
売 上 総 利 益 �
完 成 工 事 総 利 益 �
不 動 産 事 業 等 総 利 益              �
販売費及び一般管理費            �

営 業 利 益 �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 �
受 取 配 当 金             �
そ の 他       
営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
外 国 為 替 換 算 差 損 �
そ の 他 �
経 常 利 益 �

特 別 利 益 �
投 資 有 価 証 券 売 却 益 �
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 �
そ の 他 �
特 別 損 失 �
固 定 資 産 廃 却 損 �
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 �
そ の 他 �
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 �
法人税 ､住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額     �
少 数 株 主 利 益 �
中 間 純 利 益        �
�

（平成１９年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）�
�

現金及び現金同等物の期首残高�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

百万円�

�

�
�
�
�
前連結会計年度末残高�
当中間連結会計期間中の変動額�
剰 余 金 の 配 当 �
中 間 純 利 益 �
土地再評価差額金の取崩�
自 己 株 式 の 取 得 �
株主資本以外の項目の当中間連結�
会計期間中の変動額（純額）�
当中間連結会計期間中の変動額合計�
当中間連結会計期間末残高�

�
�

資本金�

�
�

資本�
剰余金�

�
�

利益�
剰余金�

�
�

自己株式�

�
�

株主資本�
合計�

�
その他�
有価証券�
評価差額金�

�
繰延�
ヘッジ�
損益�

�
�

土地再評価�
差額金�

�
�

為替換算�
調整勘定�

�
�

評価・換算�
差額等合計�

�
少数株主�
持分�

�
純資産�
合計�

株主資本� 評価・換算差額等�

�

�



１０� １１�

中間貸借対照表� 中間損益計算書�

中間株主資本等変動計算書�

1,688,981�

881,936�

４９,６６３�

１６,７２４�

２２３,８７５�

１,１６３�

３１�

３９,８５３�

４２９,７９７�

１１,５１２�

３０,８５０�

６１,２５１�

１７,６３４�

△４２２�

807,044�

229,882�

５２,３６８�

４,９０４�

２,６７４�

１６９,５０１�

４３３�

4,526�

572,635�

４９８,３７２�

４４,９４６�

１１,２２３�

２０,７７５�

△２,６８３�

1,688,981

1,198,555�
941,733�
６１,４１４�
３３３,４４３�
６５４�

４９,００９�
２７,０００�
１０,０００�
５,１１６�
１３,４５７�
４,１６１�

３４４,０５６�
２,３８５�
５３,７５６�
１,７８６�
８,０３０�
２５,４７２�
１,９８８�
256,821�
５０,０００�
３０,１９９�
７２,６９８�
１８,６１７�
６４,６４７�
１１,９５９�
４３６�
８,２６２�
490,426�
264,349�
57,752�
41,694�
４１,６９４�
165,780�
１４,４３８�
１５１,３４２�
６２６�

１００,０００�
５０,７１６�
△878�
226,076�
202,913�
△18�
23,181�

1,688,981

５２７,２０８�
２２,５２１�

�
５０２,１７２�
１３,５４５�

�
２５,０３５�
８,９７５�

�
�
�

５,０６２�
１１７�

�
１,１０８�
８�
６�

１,３６７�
�
�

１,５９５�
２８９�
２７８�

�
４７１�
３７７�
３８４�

�
４,８２１�
△８０５�

�
５４９,７２９�

�
�

５１５,７１８�
�
�

３４,０１０�
２９,２０９�
4,801�

�
�

５,１７９�
�
�
�
�

２,４９０�
7,490�

�
�
�

２,１６２�
�
�
�

１,２３３�
8,420�
　　　�
４,０１５�
4,404

�

�

�

（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受 取 手 形 �

完 成 工 事 未 収 入 金 �

不動産事業等未収入金�

有 価 証 券 �

販 売 用 不 動 産 �

未 成 工 事 支 出 金 �

不動産事業等支出金�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有 形 固 定 資 産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 ・ 運 搬 具 �

工 具 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無 形 固 定 資 産 �

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

関係会社株式・関係会社出資金�

長 期 貸 付 金 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計         

�
�
�
�
�
�
前 期 末 残 高 �
当 中 間 期 変 動 額 �
固定資産圧縮積立金の取崩�
別 途 積 立 金 の 積 立 �
剰 余 金 の 配 当 �
中 間 純 利 益 �
土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 �
自 己 株 式 の 取 得 �
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の �
当 中 間 期 変 動 額（ 純 額 ）�
当 中 間 期 変 動 額 合 計 �
当 中 間 期 末 残 高 �

�
�
�

資本金�
�
�
５７,７５２�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

－�
５７,７５２�

４１,６９４�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

－�
４１,６９４�

１４,４３８�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

－�
１４,４３８�

�
資本剰余金�

�
資本�
準備金�
�

�
�
�

利益�
準備金�
�

�
利益剰余金�
�
�
�

固定資産�
圧縮�
積立金�
６３５�

�
△８�
�
�
�
�
�
�
�

△８�
６２６�

�

�
�

その他利益剰余金�

株主資本� 評価・換算差額等�

４４,９３０�
�
�

５５,０６９�
�
�
�
�
�
�

５５,０６９�
１００,０００�

�
�
�

別途�
積立金�

�
�
�

繰越利益�
剰余金�

１０２,１９１�
�

８�
△５５,０６９�
△４,３１９�
４,４０４�
３,４９９�

�
�
�

△５１,４７５�
５０,７１６�

�
�
�

利益剰余金�
合計�
�

１６２,１９５�
�

－�
－�

△４,３１９�
４,４０４�
３,４９９�

�
�
�

３,５８５�
１６５,７８０�

�
�
�

自己株式�

△８１０�
�
�
�
�
�
�

△６８�
�
�

△６８�
△８７８�

�
�
�

株主資本�
合計�

２６０,８３２�
�

－�
－�

△４,３１９�
４,４０４�
３,４９９�
△６８�

�
�

３,５１６�
２６４,３４９�

�
�

その他�
有価証券�
評価差額金�

２２７,８１４�
�
�
�
�
�
�
�

△２４,９００�

△２４,９００�
２０２,９１３�

�
�

繰延�
ヘッジ�
損益�

－�
�
�
�
�
�
�
�

△１８�

△１８�
△１８�

�
�

土地�
再評価�
差額金�

２６,６８１�
�
�
�
�
�
�
�

△３,４９９�

△３,４９９�
２３,１８１�

�
�

評価・�
換算差額等�
合計�

２５４,４９５�
�
�
�
�
�
�
�

△２８,４１９�

△２８,４１９�
２２６,０７６�

�
�

純資産�
合計�

５１５,３２８�
�

－�
－�

△４,３１９�
４,４０４�
３,４９９�
△６８�

△２８,４１９�

△２４,９０２�
４９０,４２６�

（負債の部）�
流 動 負 債           �
支 払 手 形 �
工 事 未 払 金 �
不動産事業等未払金�
短 期 借 入 金 �
コマーシャル・ペーパー�
一年以内償還の社債�
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 成 工 事 受 入 金 �
不動産事業等受入金�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
従 業 員 預 り 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
繰 延 税 金 負 債 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
不動産事業等損失引当金�
環 境 対 策 引 当 金 �
そ の 他 �

（純資産の部）�
株 主 資 本 �
資 本 金          �
資 本 剰 余 金          �
資 本 準 備 金 �
利 益 剰 余 金          �
利 益 準 備 金 �
そ の 他 利 益 剰 余 金 �
固定資産圧縮積立金�
別 途 積 立 金 �
繰 越 利 益 剰 余 金 �

自 己 株 式 �
評価・換算差額等�
その他有価証券評価差額金�
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �

負 債 純 資 産 合 計 �

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）�
�

売 上 高    �
完 成 工 事 高  �
不動産事業等売上高     �
売 上 原 価           
完 成 工 事 原 価     �
不動産事業等売上原価    �
売 上 総 利 益               �
完 成 工 事 総 利 益     �
不動産事業等総利益     �
販売費及び一般管理費            �
営 業 利 益     �

営 業 外 収 益               �
受 取 利 息 配 当 金    �
そ の 他     �
営 業 外 費 用               �
支 払 利 息 �
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 �
貸 倒 損 失         �
そ の 他     �
経 常 利 益     �

特 別 利 益 �
投資有価証券売却益�
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 �
そ の 他 �
特 別 損 失 �
固 定 資 産 廃 却 損 �
ゴルフ会員権評価損       �
そ の 他     �
税 引 前 中 間 純 利 益     �
法人税､住民税及び事業税    �
法 人 税 等 調 整 額 �
中 間 純 利 益           

（平成１９年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）�
�（単位：百万円）�



オラクル本社ビル� カリフォルニア科学アカデミー新博物館棟�

　世界最大の建設市場を誇る米国において当社グループの収益基盤を拡
充するため、本年７月、カリフォルニア州に拠点を置く、同州の大手建
設会社「ウェブコー社」を買収いたしました。�
　同社はサンフランシスコやロサンゼルス都市部を中心に、オフィスビ
ルや商業施設、ホテル、高級コンドミニアム等、数多くの大規模物件を
手がけてきました。代表的なものとして世界有数のソフトウェア会社で
あるオラクル社やシマンテック社の本社ビル、ルーカスフィルム社の最
先端映像施設のほか、完成すれば世界有数の規模となるカリフォルニア
科学アカデミーの新博物館棟などがあります。�
　今後は、当社グループの米国現地法人の連携を強化し、各社が持つ施
工技術やノウハウなどを活かしてシナジー効果を発揮することで収益力
を高め、当社グループ全体の企業価値の向上を目指します。�

　当社は、これまで培ってきた高い技術力やノウハウを活かし、環境関
連分野にも積極的に取り組んでおります。�
　当上半期におきましては、稼動中の工場下の汚染土壌を浄化する「ク
ロロクリン工法」を開発、実用化しました。この工法は、浄化地域周辺
に設置した井戸から微生物栄養剤「クロロクリン」を注入し、土中の微生
物を増殖、活性化させることで、工場で使用される洗浄剤等に含まれる
揮発性有機化合物（ＶＯＣｓ）を分解させ、土壌を浄化します。浄化地域
周辺の井戸から注入するため、工場の稼動を止めずに土壌を浄化するこ
とができ、また、食品にも使われる材料を原料としているため人体や自
然界に無害な工法です。�
　今後も、土壌浄化に
限らず温暖化対策や生
態系保全など社会的
ニーズの高い環境関連
分野において、積極的
に技術開発に取り組ん
でいきます。�
� クロロクリン工法イメージ図�

会  社  の  概  要�トピックス�
創　　業�
設　　立�
資 本 金 �
�
�

株 主 数 �
従業員数�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

明治２５年１月�
昭和１１年１２月　�
�

  発行可能株式総数  　　　１,２２４,３３５,０００株�
  発行済株式総数   　　　 ７２１,５０９,６４６株�

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１９年９月３０日現在）�
�

５５,１４８名（平成１９年９月３０日現在）�
　９,４２７名（平成１９年９月３０日現在）�

１３�１２�

主要な営業所等�

ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、北京、大連、
上海、台北、マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、
プノンペン、シンガポール、クアラルンプール、バンコック、�
ドバイ�

東京本社�

本　　店�

札幌支店�

東北支店�

横浜支店�

北陸支店�

名古屋支店�

神戸支店�

広島支店�

四国支店�

九州支店�

技術研究所�

海外事務所�

�

�

東京都港区港南２丁目１５番２号　〒１０８-８５０２�

大阪市中央区北浜東４番３３号　〒５４０-８５８４�

札幌市中央区北三条西４丁目１番地１　〒０６０-０００３�

仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号　〒９８０-００１１�

横浜市中区弁天通２丁目２２番地　〒２３１-０００７�

新潟市中央区東大通２丁目３番２８号　〒９５０-８５２８  �

名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号　〒４６１-８５０６�

神戸市中央区加納町４丁目４番１７号　〒６５０-０００１�

広島市中区小町１番２５号　〒７３０-００４１�

高松市中央町１１番１１号　〒７６０-０００７�

福岡市博多区下川端町９番１２号　〒８１２-００２７�

東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地  　〒２０４-８５５８�

�

TEL （０３）５７６９－１０１７�

TEL （０６）６９４６－４５７８�

TEL （０１１）２１０－７７７７�

TEL （０２２）２６７－８５２１�

TEL （０４５）２０１－４１３１�

TEL （０２５）２４６－６６６６�

TEL （０５２）９６１－５１１１�

TEL （０７８）３２２－４４００�

TEL （０８２）２４２－５００２�

TEL （０８７）８３１－７１２１�

TEL （０９２）２７１－３８１１�

TEL （０４２）４９５－１１１１�



URL   http://www.obayashi.co.jp/

事　業　年　度�

定 時 株 主 総 会 �

期 末 配 当 金 �
受領株主確定日�

中 間 配 当 金 �
受領株主確定日�

公 告 の 方 法 �
�
�
�
�
�

株主名簿管理人�

�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
�
�
同　取　次　所�
�

手　　数　　料�
�
�
�
�
�

上場証券取引所�

毎年４月１日から翌年３月３１日まで�

６月下旬�

�

�
�
�

電子公告�
公告掲載ＵＲＬ（http://www.obayashi.co.jp/koukoku/index.html）�
  但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができな�
  い場合は、大阪市において発行する毎日新聞に掲載します。�

三菱UFJ信託銀行株式会社�
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  〒１００-８２１２�

三菱UFJ信託銀行株式会社大阪証券代行部�
大阪市北区堂島浜１丁目１番５号　〒５３０-０００４�
TEL　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）�
  なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託�
  銀行の電話及びインターネットでも２４時間承っております。�
   　   TEL 　　 ０１２０－２４４－４７９（東京）�
（通話料無料）０１２０－６８４－４７９（大阪）�
　　　URL　　　          http://www.tr.mufg.jp/daikou/   　   �

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店�
野村證券株式会社　全国本支店�

名義書換及び新券交付…無料�
株券喪失登録の請求…請求１件につき １０,５００円（消費税額等を含む）�
　　　　　　　　　　　株券１枚につき        ５２５円（消費税額等を含む）�
単元未満株式の買取り…単元株式数当たりの売買委託手数料相当額�
                                                                         を買い取った単元未満株式数で按分した�
                                                   額及びこれにかかる消費税額等の合計額�

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所�

�

表紙：１８９２年創業時の当社店舗の屋根を飾った鬼瓦。�
　　　建設の方法や作るものが変わっても、創業時から変わらず持ち続けている「より良い�
　　　品質のものを創る」当社の姿勢を表現しています。�
　　　�

◆インターネット・メールマガジン「ＯＢＡＹＡＳＨＩ通信」のご案内◆�
    当社の主なニュースや業績の速報などを掲載したメールマガジンを、ご希望の方に配信して�
    おります。�
    配信をご希望される場合は、以下の当社ホームページからお申し込みいただけます。�
    →申込先　https://www.obayashi.co.jp/ir/index_magazine.html

◆「大林組 社会・環境報告書２００７」のご案内◆�
　当社の社会活動及び環境保全活動に関する取り組みなどを掲載した「大林組 社会・環境報告�
　書２００７」を発行しました。�
　配布をご希望される場合は、当社広報室（TEL ０３－５７６９－１０１４）までご連絡下さい。�
    また、以下の当社ホームページからもお申し込みいただけます。�
    →申込先　http://www.obayashi.co.jp/envandsoc/index.html

株主メモ�

本中間報告書は、再生紙を利用しています。�

３月３１日�

�
９月３０日�
�

�


